第８章　製造業
概況　
　昭和57年工業統計調査結果（従業者４人以上の事業所が対象）による大阪府の工業の概況は以下のとおりである。
　昭和57年12月31日現在の製造業稼動事業所数は、４万3926事業所で、前年に比べ2.6パーセント（1153事業所）減少した。
　部門別にみると、重化学工業部門は２万640事業所で、前年に比べ3.9パーセント（826事業所）減と、52年以来の減少となった。また軽工業部門でも２万3285事業所で、同じく1.4パーセント（327事業所）の減少となった。
　業種別にみると、増加したのは出版・印刷0.7パーセント（22事業所）増、食料品0.6パーセント（12事業所）増、化学0.2パーセント（2事業所）増、家具0.2パーセント（2事業所）増の４業種のみであった。
　一方、減少した中では、金属製品4.5パーセント（342事業所）減、一般機械3.6パーセント（221事業所）減、電気機器4.5パーセント（132事業所）減、衣服3.2パーセント（92事業所）減、その他2.3パーセント（95事業所）減が目立っている。
　規模別では、３規模層とも減少している。
　大規模層では、前年に引き続き2.8パーセント（8事業所）減少し、282事業所となり長期的な減少傾向が続いている。中規模層では1.5パーセント（63事業所）減で、4027事業所となった。小規模層は、2.7パーセント（1082事業所）減と3規模層中最も大きい減少実数で、3万9617事業所となった。
　地域別にみると、泉州地域を除く全ての地域で減少した。泉州地域で0.5パーセント（39事業所）増加した他は、大阪市地域の4.0パーセント（832事業所）減、東大阪地域2.4パーセント（287事業所）減、南河内地域1.9パーセント（40事業所）減、北大阪地域1.1パーセント（33事業所）減となっている。
　従業者数は、87万8590人で、前年に比べ１万6108人（1.9パーセント）の減少となった。
　部門別にみると重化学工業部門が50万9084人で１万3103人（2.6パーセント）の減少、軽工業部門においても36万9506人で3005人（0.8パーセント）の減少となり、重化学工業部門の減少率が軽工業部門を上回った。
　業種別にみると、増加したのは出版・印刷1442人（2.5パーセント）増、窯業･土石74人（0.4パーセント）増、石油･石炭17人（0.7パーセント）増の３業種のみとなった。
　規模別にみると、前年には３規模層ともすべて増加したのに比べ57年には、大規模層20万8557人で3782人（1.8パーセント）減、中規模層29万5479人で5740人（1.9パーセント）減、小規模層37万4554人で6586人（1.7パーセント）減となった。
　地域別にみると、前年に比べすべての地域で減少しており、大阪市地域34万6959人で１万1291人（3.2パーセント）減、北大阪地域９万4930人で1849人（1.9パーセント）減、東大阪地域24万6652人で905人（0.4パーセント）減、南河内地域３万8269人で856人（2.2パーセント）減、泉州地域15万1780人で1207 人（0.8パーセント）減となった。
　製造品出荷額等（以下出荷額）は19兆9685億円で、前年に比べ1.1パーセント（2132億円）の減少となった。
　部門別にみると、重化学工業部門では13兆3630億円で715億円（0.5パーセント）の増、軽工業部門が６兆6055億円で1417億円（2.2パーセント）の増で、前年に続き伸び率は軽工業部門が重化学工業部門を上回った。
　業種別では、石油・石炭が10.4パーセント（1018億円）増、出版・印刷が7.1パーセント（678億円）増、化学が5.8パーセント（1161億円）増と好調で、反面、木材10.7パーセント（224億円）減、非鉄金属9.5パーセント （696億円）減、輸送機器8.4パーセント（735億円）減、精密機器6.9パーセント（105億円）減、衣服2.8パーセント（100億円）減等の不振が目立っている。
　規模別では、大規模層で2.5パーセント（1878億円）増、小規模層0.9パーセント（468億円）増で、中規模層では0.3パーセント（213億円）の減少となった。
　地域別にみると､前年に比べ増加したのは泉州地域4.9パーセント（2158億円）増、北大阪地域2.1パーセント（505億円）増、東大阪地域1.3パーセント（678億円）増で、減少したのは、南河内地域2.5パーセント（183億円）減、大阪市地域1.5パーセント（1026億円）減である。
工業生産活動の動向
　昭和57年の大阪の工業指数（昭和55年基準・製造工業）によれば、生産は100.0（前年比0.1パーセント減）、出荷105.4（前年比5.4パーセント増）、在庫101.3（前年比1.6パーセント減）となり、生産が伸び悩む中で在庫調整が進展したことを示している
　これを全国、近畿の数値と比較すると、本府は全国、近畿に比べ、生産の伸びは低く、在庫の減少が大きくなっている。
　業種別に見ると、一般機械工業が0.4パーセント、化学工業が8.9パーセント、石油・石炭製品工業が3.7パーセント、パルプ・紙・紙加工品工業が3.2パーセント、食料品工業が4.0パーセント、その他工業が1.4パーセント増加したのみで、減少業種は15業種中、９業種で、中でも前年、増を示していた電気機械工業が0.8パーセントの低下、繊維工業の11.1パーセントの低下が目立っている。
　次に生産の推移を四半期別に対前期比（季節調整済指数）でみると、１月から３月期及び４月から６月期は、輸送機械工業、木材・木製品工業等の低迷により、前期比それぞれ1.4パーセント、1.1パーセントの低下となったが、７月から９月期は、電気機械工業、窯業・土石製品工業の好調により、前期比0.4パーセントの上昇となったが、10月から12月期は再び前期比0.2パーセントの低下となった。
